














後 2016 年アブルッツォ州、ウンブリア州、マルケ州、ラツィオ州の 4 州を襲ったイタリア中部
地震が発生した。現在もそれらの被災地は復興途上にある。両地震発生後の被災者支援を実施
した主体機関、被害住宅の被害判定の手法、仮設住宅の種類、恒久住宅の再建支援という視点








































年から 2020 年の 10 年間で洪水、地震、熱波など
78 件あり、約 21 万人が影響をうけている。その
中から地震災害のみを取り上げると以下の表 1 と
なる。また OECD データ（2020）によれば高齢


















と 128 条に明記されていた。しかし 2001 年に戦
後初めての国民投票による憲法改正が承認された
















発生日 地震名 死者 負傷者 被災者
2002 年	 10 月	 31日 モリーゼ地震 30 33 8,500
2002 年	 10 月	 29日 シチリア地震 0 9 1000
2002 年	 9 月	 6日 シチリア地震 2 0 ─
2003 年	 4 月	 11日 ピエモンテ地震 0 2 230
2009 年	 4 月	 6日 アブルッツォ地震（ラクイラ地震）1） 295 1,000 55,000
2012 年	 5 月	 20日 エミリア・ロマーニャ地震 7 50 11,000
2012 年	 5 月	 29日 エミリア・ロマーニャ地震 17 350 14,000
2016 年	 8 月	 24日 イタリア中部地震 2） 296 400 4,454
2016 年	 10 月	 26日 イタリア中部地震 1 24 3,003
2016 年	 10 月	 30日 イタリア中部地震 0 20 22,272
2017 年	 1 月	 18日 イタリア中部地震 29 11 ─
2017 年	 8 月	 23日 イスキア島地震 2 42 2,600
出所：ルーベン・カトリック大学災害疫学研究所データベースをもとに筆者作成。

















































































ラクイラ地震は 2009 年 4 月 6 日午前 3 時 32 分




みならず周辺 56 市が被害を受けた（図 1）。その
結果 67,500 人が家屋を失い、最低でも 30,000 家
屋 が 被 害 を 受 け た。 そ の 被 害 額 は European	
court	of	auditors（2012）の試算では約 100 億ユー
ロ以上とされる。災害防護庁の調整によって家を
失った 67,459 人のうち 35,690 人に対して 171 の
キャンプ地が設営され、5,957 張りのテントがた
てられた。また Antonio	Mannella（2017）によ





2016 年 8 月 24 日午前 3 時 36 分、マグニチュー
ド 6 .2 の地震がアマトリーチェとノルチャの間の
町アクモリで発生した。その後 10 月 26 日午後 7
時 11 分にマグニチュード 5 .4、同日午後 9 時 18
分にマグニチュード 5 .4 が再び発生した。更に 10
月 30 日午前 7 時 40 分、ノルチャをマグニチュー
ド 6 .5 の地震が襲った。1980 年のイルピーニア地
震（マグニチュード 6 .9）以降、最も大きいマグ
ニチュードの地震となった。さらに 2017 年 1 月

















者らへの財政支援を開始した。その後 10 月 26 日
の再度起こった地震によって支援を必要とする人
は 31,763 人 と 増 加 し た と Impact	Assessment	
Office（2018）は報告している。
10 月 17 日に出された法令第 189 号によって 62
市が被害を受けたと認定されたが、その後 10 月
26 日と 10 月 30 日の地震によって 69 市が追加さ
れた。さらに 2017 年 1 月 18 日アブルッツォ州、
ラツィオ州を中心にマグニチュード 5 以上の地震
が 4 回発生し、その地震によって被害を受けた 9
市も追加された。Struttura	Commissario（2019）
図 1　ラクイラ地震の被災市（57市）
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は、イタリア中部地震の被災地はクレーター
（Crater）とよばれる被災中心地は 4 州、10 県、
138 市とした。うち、アブルッツォ州が 23 市
（17％）、ラツィオ州が 15 市（11％）、ウンブリア




















るために 2018 年立法命令第 1 号「災害防護法典」










































ラクイラ地震の際は緊急事態宣言が 2009 年 4
月 6 日に発せられ、2012 年 8 月 31 日まで継続し
た
6）
。2009 年 4 月 28 日 に 緊 急 法 律 命 令 第 39 号
「2009 年 4 月アブルッツォ州の地震による被害を
受けた人々のため、および災害防護のための緊急
措置」（2009 年法律第 77 号に転換）が出され、
当面の対応および資金的措置が決定した。2010
年 1 月 31 日までは災害防護庁が担当をしたが、
その後の主な復興担当は表 2 のとおりである。ま











以下のように何度も延長され、2020 年 10 月現在
も緊急事態宣言が発令されている状況にある。
2018 年の災害防護法典の施行前に発生したた
め、1992 年法の 2013 年改訂版に基づき 180 日間
の緊急事態宣言が閣議決定され発令。そしてさら
に 180 日間延長が可能となっていたため 2017 年
2 月 10 日にその延長が閣議決定された。さらに
2017 年 6 月 20 日緊急法律命令第 91 号（2017 年
法律第 123 号に転換）において緊急事態を 2018
年 2 月 28 日まで延期することが決定した。その
2 月 28 日直前の 2018 年 2 月 22 日に閣議決定に
よってさらに 180 日の延期が決まった。そして
2018 年 5 月 29 日緊急法律命令第 55 号によって




きる」と定めている。さらに 2018 年法律第 145
号によって 2019 年 12 月 31 日、2019 年 10 月 24
日緊急法律命令第 123 号（2019 年法律第 156 号）




2016 年 9 月 9 日の首相府令によって震災復興にお
ける政府特別指揮官（Commissario	Stradinario	del	
Governo）が任命された。特別指揮官（Commissario	
Straordinario）は 1988 年法律第 400 号 11 条の法
律によって規定されており、目的達成のための時
限的閣僚の位置づけとなっている。2016 年 10 月



























2012年 3月 28日 2013年 4月–現在
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法律令第 8 号（2017 年法律第 45 号に転換）で
「Dipartmento	Casa	Italia（イタリアの家庁）」を
創設した。2018 年に一旦凍結したものの 2019 年
12 月 12 日法律第 156 号によって再編成され、











8,000 人が集まり、最大 18,000 人がこの判定に関
わった（Mauro	Dolce	2015）。
イタリア中部地震の場合は当初 AeDES フォー





2016 年災害防護庁長官令第 405 号に則り AeDES
フォームを使用して再判定が行われた。














































（ C o m p l e s s i 	 A n t i s i s m i c i 	 S o s t e n i b i l i	






された。2009 年 9 月 26 日に始まった工事は 2010




















によって単身世帯の場合、月 200 ユーロ、2 人世
帯の場合、月 200 ユーロ、3 人世帯の場合、月




その後、災害防護庁長官令 3797 号（2009 年 7 月
30 日）によって単身世帯 1 人、月 300 ユーロ、2

























発災日 使用フォーム 市 建物数 A（%） B+C（%） D+E+F	（%）
2016年 8月24日 AeDES アマトリーチェ 3,171 31.5% 9.7% 58.8%
2016年 8月24日 AeDES ノルチャ 1,742 54.8% 9.5% 35.8%
2016年 8月24日＋2016年 10月30日 AeDES アマトリーチェ 3,884 34.1% 10% 55.9%
2016年 8月24日＋2016年 10月30日 AeDES+FAST ノルチャ 2,318 62.2% 37.8%
出所：S.	Lopes,	et.al.,	2018．









人数に合わせて 3 タイプ（1，2 人─ 40m2、3，4






































（2016 年 11 月 15 日）によって単身世帯、月 400
ユーロ、2 人世帯、月 500 ユーロ、3 人世帯、月











アブルッツォ 238 62 300 217
ラツィオ 824 3 827 815
マルケ 1,825 123 1,948 1,720
ウンブリア 752 28 780 748
































































ち 35,110 件（78 .7％）が終了しており、9,495 件
が進行中である。
2019 年 12 月 31 日時点で復興に関して 163 億








の義務的な支出が 30 億ユーロ、USRA と USRC
の運営のための費用が 8500 万ユーロ、その他が
14 億ユーロとなっている。特に社会・経済発展




























B と認定された件数が 2,967 件あることに対し



























2009 年	 6 月	 6日 緊急首相府令 3779（軽被害住居修繕等に関する方針）
2009 年	 7 月	 9日 緊急首相府令 3790（重被害住居修繕等に関する方針）
2009 年	 8 月	 15日 緊急首相府令 3803（FINTECNA等に関する方針）
2009 年	 11 月	 27日 緊急首相府令 3827（FINTECNA等に関する方針）
2010 年	 6 月	 11日 緊急首相府令 3881（重被害住居建て直し等に関する方針）
2012 年	 8 月	 7日 法律第 134 号「国家の成長のための緊急対策法」（USRAおよびUSRCの設置）
出所：筆者作成。
















































かったが、2019 年 11 月災害防護庁長官令第 614
































































1）	 EM-DAT のデータには死者 295 人、負傷者 1,000 人、
被災者 55,000 人とあるが、本稿では David	Alexander	
と Michele	Magni に よ る	“Mortality	 in	the	L’Aquila	
（Central	Italy）	Earthquake	of	6	April	2009,”	 	
	（2020 年 8 月 28 日データ取得、https://www .ncbi .nlm .
nih .gov/pmc/articles/PMC3541886/）を基とし死者は
308 人とする。
2）	 EM-DAT のデータには死者 296 人、負傷者 400 人、被





者 298 人、負傷者 386 人を使用した。






















震の緊急事態宣言は 2009 年 4 月 6 日に発せられ、2010
年 1 月 31 日、2012 年エミリア・ロマーニャ州地震は 5
月 20 日 -7 月 1 日、アマトリーチェ地震の場合は 2016
年 8 月 24 日 - 翌年 4 月 10 日までとなっている」とある。
2019 年 6 月に実施された災害防護庁への聞き取りによ
るものであった。しかし、実際はラクイラ地震後の災害
防護庁が緊急事態として対応をしたのが 2010 年 1 月 31
日までであり、緊急事態宣言は 2010 年 12 月 17 日首相
令（DPCM） に よ っ て 2011 年 12 月 31 日 ま で 延 期、
2011 年 12 月 4 日首相令（DPCM）によって 2012 月 12
月 31 日まで延期、更に 2012 年法律第 134 号によって
2012 年 8 月 31 日までであることが判明した。さらにア
マトリーチェ地震（イタリア中部地震）についても本文
のとおりである。





Marche	 e	 Umbria	 interessati	 dagli	 eventi	 sismici	





Abruzzo,	 Lazio,	Marche	 e	Umbria	 interessati	 dagli	
eventi	 sismici	 vefirficatisi	 a	 dar	 data	 dal	 24	 agosto	
2016）へと名称変更があった。
8）	 2020 年 2 月 13 日復興調整機構への聞き取りの中で口
頭による発言があった。
9）	 この点については、2020 年 2 月 13 日に復興調整機構
への聞き取りの際に提供された資料に基づく。
10）	 2020 年 2 月 13 日復興調整機構への聞き取りの中で口
頭による発言があった。
11）	 ラツィオ州特別復興オフィスへ 2020 年 2 月 12 日に訪
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Changes in Support Systems for People 
Affected by the 2009 L’Aquila Earthquake 
and the 2016 Central Italy Earthquake
Yoko Saito
Abstract:
Italy can be classified as a disaster-prone country like Japan. The L’Aquila 
Earthquake struck in 2009, and in 2016, the four states of Abruzzo, Umbria, 
Marche and Lazio suffered from the Central Italy Earthquake. Reconstruction 
from these disasters is still going on in both areas. The paper investigates changes 
in support systems between 2009 and 2016 from the following perspectives; 1) the 
main organizations that provided support for victims of the two earthquakes, 2) the 
status of damage assessment, 3) the types of temporary housing made available, and 
4) support for the restoration of permanent housing. The study takes up the various 
policies that were changed and implemented during the period between the 2009 and 
2016 quakes, especially during the restoration and reconstruction period. In contrast 
to the L’Aquila Earthquake, the reconstruction effort for which was managed by the 
national government, reconstruction following the Central Italy Earthquake was 
managed mainly by the respective states. For temporary housing, a system by which 
prior contracts for temporary housing construction are concluded with corporations 
in the private sector, was established after the L’Aquila disaster. The Central Italy 
Earthquake was the first major disaster to occur after that system was created. The 
study revealed a big difference in reconstruction efforts for permanent housing between 
the two earthquakes. One example was that the method of paying subsidies changed 
from cash payment to payment in kind. Disaster response in Italy has differed for each 
disaster, but much experience has been accumulated. Based on such achievements, the 
Dipartmento Casa Italia (Department of Casa Italia), which directs disaster prevention 
and reconstruction measures, was set up in 2020. It is expected to play an important 
role in future disaster prevention and reconstruction in Italy. These measures provide 
important suggestions when considering disaster responses in Japan in preparation 
for the expected Nankai Trough Great Earthquake and a major Tokyo metropolitan 
earthquake, and increasingly frequent heavy rain disasters. 
Keywords:
2009 L’Aquila Earthquake, 2016 Central Italy Earthquake, Department of 
Civil Protection, post-disaster support policy
